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2026年7月21日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

7/20 月
（米） 6月 景気先行指数（前月比）

5月：+0.1%、6月：▲0.2%

（中） LPR（優遇貸付金利）発表

1年物：3.00%→3.00%

5年物：3.50%→3.50%

7/21 火
★ （独） 7月 ZEW景況感指数

期待　6月：+10.5、7月：（予）+15.3

現況　6月：▲81.0、7月：（予）▲77.7

7/22 水
★ （日） 6月 貿易収支（通関ベース、速報）

5月：▲3,918億円、6月：（予）▲1,200億円

★ （米） テスラ 4-6月期決算発表

★ （米） アルファベット4-6月期決算発表

（英） 6月 消費者物価（前年比）

5月：+2.8%、6月：（予）+2.7%

7/23 木
（米） 新規失業保険申請件数（週間）

7月11日終了週：20.8万件

7月18日終了週：（予）21.1万件

★ （欧） ECB（欧州中銀）理事会

預金ﾌｧｼﾘﾃｨ金利：2.25%→（予）2.25%

ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ金利：2.40%→（予）2.40%

★ （欧） ラガルドECB総裁 記者会見

（欧） 7月 消費者信頼感指数（速報）

6月：▲17.7、7月：（予）▲17.0

7/24 金
★ （日） 6月 消費者物価（全国、前年比）

総合　5月：+1.5%、6月：（予）+1.7%

除く生鮮　5月：+1.4%、6月：（予）+1.6%

除く生鮮･エネルギー

　　　　5月：+1.8%、6月：（予）+1.8%

★ （日） 7月 製造業PMI（速報）

6月：54.8、7月：（予）NA

★ （日） 7月 サービス業PMI（速報）

6月：52.2、7月：（予）NA

（米） 米通商法122条に基づく関税期限

★ （米） 7月 製造業PMI（速報）

6月：53.9、7月：（予）54.4

★ （米） 7月 サービス業PMI（速報）

6月：51.2、7月：（予）51.5

■ AI相場失速で日経平均株価は大幅下落

先週の株式市場はAI･半導体関連が軟調。特に、日本や

韓国市場の下落が大きく、日経平均株価は最高値から

10%超下落となりました。中東問題再燃に加え、AI相場

持続性への懸念から、キオクシアHDなどこれまで急騰し

ていた銘柄は大幅調整を強いられています（上図）。

■ 米国の物価指標はインフレ沈静化を示唆

米国では6月の消費者･生産者物価ともに上昇率が市場

予想を大幅に下回りインフレ圧力の緩和が示唆されまし

た。ただし、ウォーシュ米連邦準備制度理事会（FRB）

議長は14日の定例議会証言で、インフレ抑制の姿勢を改

めて示しており、米利上げ観測は依然くすぶります。

■ AI半導体関連銘柄の再評価機運は高まるか

今週は日米で企業決算が本格化。好決算が続けば足元

大きく下げたAI関連株は反発の余地もあるとみます。巨

額のAI投資に見合う利益を確実に生み出せるのかという

市場の不安を払拭できるかが焦点です。また22‐23日ECB

理事会では政策金利据え置きの見込みです。（大畑）

● キオクシアHDは年初来高値から半値に

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

2026年初来 日経平均株価とAI･半導体関連株

注）個別銘柄を推奨するものではありません。
2025年末を100として指数化、指数化は三菱UFJアセットマネジメント。
直近値は2026年7月17日。
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2026年7月20日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2026年7月10日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

7月20日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 64,141.12 -4,416.61 ▲6.44

TOPIX 3,919.21 -116.87 ▲2.90

米国 NYダウ （米ドル） 51,839.26 -797.75 ▲1.52

S&P500 7,443.28 -132.11 ▲1.74

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 25,508.07 -773.54 ▲2.94

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 639.60 -1.50 ▲0.23

ドイツ DAX®指数 24,846.69 -220.40 ▲0.88

英国 FTSE100指数 10,524.76 27.47 0.26

中国 上海総合指数 3,796.28 -199.88 ▲5.00

先進国 MSCI WORLD 4,793.31 -74.51 ▲1.53

新興国 MSCI EM 1,616.90 -73.80 ▲4.37

7月20日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 302.70 7.83 2.66

日本 東証REIT指数 1,838.29 17.42 0.96

7月20日 騰落幅

日本 2.705 0.005

米国 4.593 0.031

ドイツ 3.150 0.085

フランス 3.946 0.117

イタリア 3.972 0.170

スペイン 3.608 0.099

英国 5.032 0.160

カナダ 3.567 0.053

オーストラリア 4.960 0.125

7月20日 騰落幅 騰落率%

米ドル 162.50 0.82 0.51

ユーロ 185.48 0.92 0.50

英ポンド 218.24 1.48 0.69

カナダドル 115.50 1.19 1.04

オーストラリアドル 113.70 1.25 1.11

ニュージーランドドル 94.86 1.68 1.80

中国人民元 24.007 0.148 0.62

シンガポールドル 125.849 0.642 0.51

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.9054 0.0102 1.14

インドルピー 1.6853 -0.0116 ▲0.68

トルコリラ 3.442 0.003 0.08

ロシアルーブル 2.0733 -0.0275 ▲1.31

南アフリカランド 9.831 -0.098 ▲0.98

メキシコペソ 9.323 0.069 0.75

ブラジルレアル 31.919 0.265 0.84

7月20日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 83.23 11.82 16.55

金 COMEX先物 （期近物） 4,015.90 -97.80 ▲2.38

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品
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【図1】TSMCの第2四半期決算は売上高･純利益とも過去最高■ AI半導体関連銘柄の再評価機運は高まるか

先週の国内株は大幅下落。AI関連投資の収益性を巡る

不安でハイテク株が急落、日経平均株価は65,000円を下

回りました。米･イランの対立が再び激化し原油価格が上

昇するなど、地政学リスク再燃も重しとなりました。

台湾の半導体大手TSMCが好決算を発表し世界的なAI

需要の堅調さが確認されるも、AI･半導体株の買い戻し

機運は高まらず、キオクシアHDなどこれまで急騰してい

た銘柄は大幅調整（図1）。今週以降の企業決算ではAI

相場の持続性への懸念を払拭できるかが焦点です。

■ 政府はGPIF･NISA活用で国債需給改善を図る

債券･為替市場では、片山財務相の「GPIF（年金積立

金管理運用独立行政法人）など年金基金による日本の金

融資産投資を後押し」との発言以降、金利低下の動きが

見られます。上野厚労相も「今後必要があればポート

フォリオを見直す」と言及するなど、政府は為替介入以

外に打つ手がないなか、巨額の年金基金資金を活用し金

利上昇抑制を図ろうとしています（図2）。一部では

GPIFの国内債運用比率見直しに懐疑的な見方もあります

が、金利高や株高が進み、これまでとは金融環境が変化

する下、資産配分変更の思惑も広がっています。ただ

し、期待先行の面もあり、財政拡張懸念や日銀の利上げ

が遅れるとの警戒感も根強いなか、市場が実効性を疑問

視すれば、金利上昇再加速のリスクもあり要注意です。

また政府は、個人向け国債をNISA（少額投資非課税制

度）の対象に加える方向で検討している模様です。家計

の預金が国債投資に向かえば、金利上昇抑制につながる

可能性があるものの、国債需給改善だけでは不十分で財

政健全化姿勢が示されなければ、いずれ長期金利は上昇

するとの見方もあり、先行きは不透明な状況です。

■ 設備投資の拡大基調は継続する見込み

5月機械受注は、設備投資の先行指標である船舶･電力

除く民需が前月比▲12.4%と2カ月ぶりに減少し、市場予

想も下回りました（図3）。ただし、日銀短観6月調査で

は旺盛な設備投資計画が示されており、これまでの増加

基調が転換点を迎えたとの判断は時期尚早とみます。人

手不足対応の省人化投資や、AIインフラ投資需要に支え

られ、設備投資の増加基調は継続するとみられます。

今週は24日に6月の全国消費者物価が公表されます。

コア（生鮮除く総合）はエネルギー価格の上昇を背景に

前月から伸びが加速する見通しで、日銀の追加利上げ観

測を後押しする材料となりそうです。（大畑）

日本 AI相場失速で日経平均株価は65,000円を割り込む

【図3】 5月のコア機械受注は大幅減少も一時的か

【図2】GPIF運用額は巨額、資産配分変更は市場への影響大

出所）内閣府より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 コア機械受注

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月。

注） 個別銘柄を推奨するものではありません。直近値は2026年4‐6月期。

出所）GPIFより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） 直近値は2025年度。

GPIF 運用資産額と国内債券比率
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米国 物価指標下落・好決算も、地政学リスクと半導体安が相場の重しに

【図1】業種ごとの明暗分かれる中、指数は小幅下落

出所）LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 株式指数の6月末来騰落率推移

【図2】複数の物価高要因はく落受け、消費者物価の伸び減速

米国 各種物価指標(前年比)

【図3】トランプ関税は新しい段階へ移行

出所）各種報道より三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 トランプ政権下での主要関税

出所）BLSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年7月17日。
半導体株指数はフィラデルフィア半導体株指数。

注）世界相互関税での15%は政府間交渉後の値。301条税率は暫定値。

日本の
税率

2025年4月～ 世界相互関税(トランプ関税) 15%

　　　↓2026年2月、最高裁による違憲判決

2026年2月～
つなぎ関税(通商法122条に基づく)

150日間限定、各国へ10%関税賦課
10%

　　　↓2026年7月24日、期限切れ

12.5%

　　　　　　　　＋

-

新関税(通商法301条に基づく)

不公正な貿易慣行への報復としての国別関税
案：60カ国に対し、10%または12.5%の追加関税賦課

新関税(通商法232条に基づく)

国家安全保障上重要品目への品目別関税
例：鉄・アルミニウムに対し、50%の追加関税賦課
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■ 市場はメガテック決算に身構え

先週のS&P500は下落。物価指標が市場予想を下回った

ことで利上げ織り込みが後退し市場のリスク選好を下支

えしたほか、主要金融機関やヘルスケア企業が好決算を

公表し、週前半は業績主導でのセクターローテーション

が進む結果となりました。しかし、韓国株式市場の下落

を受けた半導体株の連れ安や、地政学リスクの再燃と資

源高を受けて、週末にかけて指数は下落しました(図1) 。

今週は、22日にアルファベットやテスラ等大手メガ

テック企業の決算が公表予定です。TSMCは堅調な決算

を公表したにもかかわらず、設備投資加速が嫌気され株

価は冴えなかったことから、市場の資本支出への警戒は

根強いとみられ、本決算で予想を上回る利益を見せた場

合でも、設備投資動向が株価を左右する見込みです。

■ 物価落ち着きで政策金利は様子見継続か

先週公表の6月消費者物価(CPI)、生産者物価(PPI)は市

場予想を下回り鈍化(図2)。消費者物価は原油高のコア財

への波及が限定的な中で、原油安がエネルギー項目を下

押したほか、トランプ関税効果のはく落や、住宅・中古

車価格の下落が下方寄与しました。さらに川上側の物価

動向を示す生産者物価もエネルギー項目を中心に減速

し、物価上昇圧力は一定程度緩和の動きを見せる形に。

ただし、中間財(電子部品)項目は高水準で横ばいとなっ

ており、AIブームによる供給ひっ迫の影響は根強い他、

地政学リスク再燃による資源高には警戒が必要です。

弱い結果を受けて市場は7月米連邦公開市場委員会

(FOMC)での金利据え置きをほぼ織り込み、金利低下・ド

ル安で反応。ただし、ウォーシュ米連邦準備制度理事会

(FRB)議長は単月の結果をもってインフレ収束との判断

はできないとして、改めて物価目標達成への姿勢を表明

しており、トレンド的にインフレが目標値へ収束してい

るか、数カ月かけ確認する展開となる見込みです。

■ トランプ関税は新段階へ、火種くすぶる

今週は7月購買担当者景気指数(PMI)の速報値が公表予

定です。先週公表のベージュブック(地区連銀経済報告)

では12地区中11地区が経済活動の拡大を報告。AIブーム

などを背景に製造業やサービス、交通、建設業が拡大を

けん引しており、PMIも好調な結果が期待されます。

さらに、24日にはトランプ関税のつなぎ関税の期限が

到来(図3)。代替となる通商法301条に基づく関税の水準

および対象国は未確定であり、米中首脳会談を9月に控え

る中で、改めてその内容に注目が集まります。（牧）
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欧州 ユーロ圏の生産活動は回復途上、英国では新政権発足へ
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■ ユーロ圏の生産回復はなお脆弱

15日に公表されたユーロ圏の5月鉱工業生産は、前月

比▲0.2%と市場予想(同+0.2%)を下回り、4カ月ぶりに減

少しました(図1)。もっとも、アイルランドが同▲5.2%と

全体を大きく押し下げており、同国を除くユーロ圏20カ

国ベースでは同+0.3%と回復基調を維持しています。中

間財生産は弱含んだ一方、資本財生産は底堅く推移し、

ドイツを中心としたインフラ投資･防衛支出の拡大に加

え、官民双方によるAI関連投資などを背景に、設備投資

需要は一定程度維持されていることがうかがわれます。

ユーロ圏の生産活動は最悪期を脱しつつあるとみられ

るも、停滞感はなお強く、本格的な回復局面には至って

いない模様です。加えて足元では、中東情勢を巡る米国･

イラン間の対立再燃を受け、エネルギー価格の上昇や物

流混乱が生産活動の重しとなるリスクも意識されます。

当面は回復基調を維持しつつも、その勢いは限られ、生

産活動にはなお脆弱さが残る展開が続きそうです。

■ 英国経済は底堅さ維持も、景況感は低調

16日に公表された英国の5月月次実質GDPは、前月比

+0.1%と小幅ながらプラス成長に転じ、英国経済の底堅

さを改めて示しました。基調的な動きを示す3カ月ベース

では、3-5月の実質GDPは3カ月前比+0.7%と6期連続のプ

ラス成長を記録(図2)。サービス部門が引き続き成長をけ

ん引したほか、生産部門や建設部門も小幅ながら拡大基

調を保ち、景気の裾野にも改善の兆しがみられます。

一方、先行き不安はくすぶります。英国の6月総合購

買担当者景気指数(PMI)は2カ月連続で中立水準とされる

｢50｣を下回り、6月消費者信頼感は低迷し、企業･家計と

もに慎重姿勢が続いています(図3)。加えて、足元では中

東情勢を巡る緊張が再度高まり、エネルギーコストの再

上昇が企業収益や家計購買力を圧迫するリスクも意識さ

れ、先行きには不安定さが残る状況が続く見込みです。

■ バーナム新政権発足へ、財政運営に注目

また、英国ではバーナム氏が労働党党首に選出さ

れ、20日に首相へ就任しました。財務相には、防衛支

出の拡大を支持しつつも財政運営では現実路線を重視

するヒーリー氏を起用。バーナム首相は財政規律の順

守を改めて表明も、ルール内での柔軟な運用にも言及

し、市場では財政悪化懸念が再び意識されています。

21日以降に生計費対策が公表される見通しで、2026年

秋季財政報告に向けては、成長重視の政策運営と財政

規律の両立が試される展開が続きそうです。(吉永)

【図1】ユーロ圏 アイルランドの振れが影響して
5月鉱工業生産は減少も、資本財生産は底堅く

【図2】英国 サービス部門をけん引役とする
緩やかな拡大基調を維持

【図3】英国 企業･家計ともに慎重姿勢が続き、
 先行きには脆弱さ残る

ユーロ圏 鉱工業生産(除く建設)

出所）Eurostatより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月。

英国 月次実質GDP
(3カ月ベース、3カ月前比)

出所）ONSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年6月。

英国 総合購買担当者景気指数(PMI)と
消費者信頼感指数

出所）S&Pグローバル、Gfkより三菱UFJアセットマネジメント作成
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【図1】実質GDPはコロナ感染期以来の水準に鈍化

【図2】小売売上高の伸びは足元で低迷

【図3】不動産投資が低迷し、インフラ投資も軟調

出所）中国国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）中国国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）中国国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成
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■ 予想以上に鈍化した4-6月期のGDP成長率

中国景気が軟調です。先週15日公表の4-6月期の実質

GDPは前年比+4.3%(1-3月期+5.0%)とコロナ感染期以来の

水準へ低下(図1)。政府支出の前倒しから年初に加速した

景気は、同支出の息切れとともに失速しました。生産側

では情報通信などが堅調な一方、建設や不動産が落ち込

み卸売･小売も鈍化。国内投資や家計消費など内需が低迷

した影響です。6月の月次統計では、好調な外需と軟調な

内需という経済の二極化が鮮明に。AI投資ブームなどが

輸出を押し上げた一方、住宅不況が深刻化し家計消費が

低迷(図2-3)、政府支出の鈍化も景気を下押ししました。

今後も好調な輸出と軟調な不動産投資と家計消費とい

う構図が続く見込み。4-6月期に低迷したインフラ投資は

今年末に向けて回復するものの、景気回復の勢いは鈍い

でしょう。世界的なAIデータセンター投資ブームが続く

中で、半導体、高機能コンピューター、サーバー用マ

ザーボード、光学モジュールなどの需要が急増。今後同

製品の生産と輸出が高い伸びを続けるとみられます。中

東紛争を経て、足元ではEVやリチウムイオン電池の需要

が拡大しており、太陽光パネルや風力タービン等再生可

能エネルギー関連の需要も根強い模様。加えて、多国籍

企業が生産拠点の地域的な分散化を図る中で工業用ロ

ボットの生産と輸出も拡大を続けるでしょう。

■ 今年通年のGDP成長率は+4.6%前後の見込み

家計消費は今後も勢いを欠く見込み。軟調な雇用環境

と消費者信頼感、住宅価格の低迷による逆資産効果など

が重しです。AI機能付きスマートフォン等新製品の需要

はあれど、耐久財全般の消費は低迷する見込み。今後は

耐久財買替支援補助金の地方政府への交付が進むもの

の、総額の規模は昨年より縮小しており、これまでの支

援による需要先食いの反動も強まるとみられます。

不動産投資は落ち込み続ける見込み。住宅取得要件の

緩和などから沿海部の大都市の住宅販売が回復している

ものの、内陸部の過剰住宅在庫の解消には時間がかかり

ます。製造業投資は過剰設備部門や建設関連部門が低迷

する一方、政府の高度化支援対象分野や輸出が好調な電

子部門が拡大する見込み。インフラ投資は7月より年末に

かけて緩やかに回復するとみられます。第15次5カ年計画

の主要開発計画は｢六つのネットワーク｣など多くのイン

フラ計画を含んでおり、初年度の今年は北京政府の支援

の下で多くの投資が実行されるでしょう。4-6月期に鈍化

した景気は財政支援策に支えられて10-12月期にかけて緩

やかに回復する見込み。今年通年のGDP成長率は+4.6%

前後(昨年+5.0%)へ鈍化すると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

7/13 月 （他） TSMC（台湾積体電路製造） 4-6月期決算発表 （米） 7月 サービス業PMI（速報）

（米） ボウマンFRB副議長 講演 6月：51.2、7月：（予）51.5

（米） ウォラーFRB理事 講演 7/17 金 （欧） 7月 製造業PMI（速報）

（日） 特別国会会期末 6月：51.4、7月：（予）51.5

7/14 火 （米） 6月 輸出入物価（輸入、前年比） （欧） 7月 サービス業PMI（速報）

（米） ウォーシュFRB議長 半期定例議会証言（下院） 5月：+6.6%、6月：+7.1% 6月：49.4、7月：（予）49.8

（米） バーFRB理事 講演 （米） 6月 住宅着工･許可件数（着工、年率） （独） 7月 製造業PMI（速報）

（米） クックFRB理事 討議参加 5月：119.9万件、6月：142.7万件 6月：50.3、7月：（予）50.5

（米） ボウマンFRB理事 講演 （米） 6月 鉱工業生産（前月比） （独） 7月 サービス業PMI（速報）

（米） 6月 消費者物価（前年比） 5月：+0.1%、6月：+0.1% 6月：48.6、7月：（予）49.0

総合　5月：+4.2%、6月：+3.5% （米） 7月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報） （独） 8月 GfK消費者信頼感指数

除く食品･エネルギー 6月：49.5、7月：54.4 7月：▲29.2、8月：（予）▲28.5

　　　　5月：+2.9%、6月：+2.6% （米） 7月 期待インフレ率（ミシガン大学、速報） （英） 6月 小売売上高（前月比）

（米） シティグループ 4-6月期決算発表 1年先　6月：+4.6%、7月：+4.2% 5月：+1.2%、6月：（予）▲0.3%

（米） JPモルガン･チェース 4-6月期決算発表 5-10年先　6月：+3.3%、7月：+3.3% （英） 7月 製造業PMI（速報）

（米） バンク･オブ･アメリカ 4-6月期決算発表 6月：52.5、7月：（予）52.0

（米） ウェルズ･ファーゴ 4-6月期決算発表 7/20 月 （英） 7月 サービス業PMI（速報）

（米） ゴールドマン･サックス 4-6月期決算発表 （米） 6月 景気先行指数（前月比） 6月：48.8、7月：（予）49.4

（豪） 7月 消費者信頼感指数（前月比） 5月：+0.1%、6月：▲0.2%

6月：▲2.9%、7月：+4.1% （中） LPR（優遇貸付金利）発表 7/27 月
（中） 6月 貿易額（米ドル、前年比） 1年物：3.00%→3.00% （日） 6月 企業向けサービス価格（前年比）

輸出　5月：+19.4%、6月：+27.0% 5年物：3.50%→3.50% （米） 6月 製造業受注

輸入　5月：+27.4%、6月：+36.0% （航空除く非国防資本財、前月比、速報）

7/21 火 （独） 7月 ifo企業景況感指数

7/15 水 （独） 7月 ZEW景況感指数

（日） 5月 機械受注（船舶･電力除く民需、前月比） 期待　6月：+10.5、7月：（予）+15.3 7/28 火
4月：+8.7%、5月：▲12.4% 現況　6月：▲81.0、7月：（予）▲77.7 （米） FOMC（連邦公開市場委員会、～29日）

（米） ベージュブック（地区連銀経済報告） （英） 5月 失業率（ILO基準） （米） 5月 S&Pｺﾀﾘﾃｨ/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格

（米） ウォーシュFRB議長 半期定例議会証言（上院） 4月：4.9%、5月：（予）4.9% 　　　　（20大都市平均、前年比）

（米） クックFRB理事 講演 （英） 5月 平均週給（除くボーナス、前年比） （米） 7月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）

（米） 6月 生産者物価（最終需要、前年比） 4月：+3.4%、5月：（予）+3.4%

5月：+6.0%、6月：+5.5% 7/29 水
（米） 7月 ニューヨーク連銀製造業景気指数 7/22 水 （米） ウォーシュFRB議長 記者会見

6月：+5.7、7月：+15.6 （日） 6月 貿易収支（通関ベース、速報） （米） メタ･プラットフォームズ 4-6月期決算発表

（米） ブラックロック 4-6月期決算発表 5月：▲3,918億円、6月：（予）▲1,200億円 （米） マイクロソフト 4-6月期決算発表

（米） モルガン･スタンレー 4-6月期決算発表 （米） テスラ 4-6月期決算発表

（欧） 5月 鉱工業生産（前月比） （米） アルファベット4-6月期決算発表 7/30 木
4月：+0.3%、5月：▲0.2% （英） 6月 消費者物価（前年比） （日） 日銀 金融政策決定会合（～31日）

（欧） ASMLホールディング 4-6月期決算発表 5月：+2.8%、6月：（予）+2.7% （日） 7月 消費者態度指数

（中） 4-6月期 実質GDP（前年比） （米） 4-6月期 実質GDP（速報、前期比年率）

1-3月期：+5.0%、4-6月期：+4.3% 7/23 木 （米） 6月 個人所得･消費（前月比）

（中） 6月 鉱工業生産（前年比） （米） 新規失業保険申請件数（週間） （米） 6月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）

5月：+4.5%、6月：+5.3% 7月11日終了週：20.8万件 （米） 新規失業保険申請件数（週間）

（中） 6月 小売売上高（前年比） 7月18日終了週：（予）21.1万件 （米） アップル 4-6月期決算発表

5月：▲0.6%、6月：+1.0% （欧） ECB（欧州中銀）理事会 （米） アマゾン･ドットコム 4-6月期決算発表

（中） 6月 都市部固定資産投資（年初来、前年比） 預金ﾌｧｼﾘﾃｨ金利：2.25%→（予）2.25% （欧） 4-6月期 実質GDP（前期比、速報）

5月：▲4.1%、6月：▲5.7% ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ金利：2.40%→（予）2.40% （欧） 6月 失業率

（中） 6月 社会融資総量（*） 限界貸付金利：2.65%→（予）2.65% （欧） 7月 経済信頼感指数

5月：2兆293億元 （欧） ラガルドECB総裁 記者会見 （独） 7月 消費者物価（EU基準、速報、前年比）

6月：3兆3,645億元 （欧） 7月 消費者信頼感指数（速報） （英） 金融政策委員会（MPC）結果公表

（中） 6月 マネーサプライ（M2、前年比）（*） 6月：▲17.7、7月：（予）▲17.0

5月：+8.6%、6月：+8.0% （豪） 6月 失業率 7/31 金
（加） 金融政策決定会合 5月：4.4%、6月：（予）4.4% （日） 植田日銀総裁 記者会見

翌日物金利：2.25%→2.25% （日） 経済･物価情勢の展望（展望レポート）

7/24 金 （日） 6月 失業率

7/16 木 （日） 6月 消費者物価（全国、前年比） （日） 6月 有効求人倍率

（米） ジェファーソンFRB副議長 講演 総合　5月：+1.5%、6月：（予）+1.7% （日） 6月 小売業販売額（前年比）

（米） 6月 小売売上高（前月比） 除く生鮮　5月：+1.4%、6月：（予）+1.6% （日） 6月 鉱工業生産（速報、前月比）

5月：+1.0%、6月：+0.2% 除く生鮮･エネルギー （日） 7月 消費者物価（東京都区部、前年比）

（米） 7月 フィラデルフィア連銀製造業景気指数 　　　　5月：+1.8%、6月：（予）+1.8% （日） キオクシア 4-6月期決算発表

6月：+10.3、7月：+41.4 （日） 7月 製造業PMI（速報） （米） 4-6月期 雇用コスト指数（前期比）

（米） 7月 NAHB住宅市場指数 6月：54.8、7月：（予）NA （米） 7月 シカゴ購買部協会景気指数

6月：36、7月：34 （日） 7月 サービス業PMI（速報） （米） 7月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報）

（米） 新規失業保険申請件数（週間） 6月：52.2、7月：（予）NA （米） 7月 期待インフレ率（ミシガン大学、確報）

7月4日終了週：21.6万件 （米） 米通商法122条に基づく関税期限 （欧） 7月 消費者物価（前年比、速報）

7月11日終了週：20.8万件 （米） 6月 新築住宅販売件数（年率） （独） 7月 失業者数（前月差）

（英） 英労働党党首候補者受付締切日 5月：58.0万件、6月：（予）60.6万件 （中） 7月 製造業PMI（政府）

（他） 韓国　金融政策決定会合（結果公表） （米） 7月 製造業PMI（速報） （中） 7月 非製造業PMI（政府）

基準金利：2.50%→2.75% 6月：53.9、7月：（予）54.4
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。
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